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平成２９年度 財政援助団体等監査（１）監査結果措置状況 

≪神戸市ものづくり工場指定管理者≫ 

監 査 結 果 の 概 要 措 置 内 容 措置状況 

⑶ 指摘事項 

① 指定管理者協定書に基づいた事務処理を

するべきもの 

ア 業務の一部を第三者に請負わせる際に

本市の事前承諾を受けるべきもの 

指定管理者協定書では，指定管理者は， 

指定管理業務の執行にあたり，当該業務

の全部又は大部分を一括して第三者に委

託し，又は請け負わせてはならず，業務

の一部を第三者に委託し，又は請け負わ

せる場合は事前に本市の承諾を受けるこ

ととなっており，その際，当該契約書の

写し等を本市に提出しなければならない

とされている。 

指定管理者は，その構成員が指定管理 

業務のうち建物管理業務を担当し，この

うちエレベータ，中央監視装置の保守点

検など一部の業務はそれぞれ請負契約を

締結して専門業者に発注している。しか

しながら，当該請負契約に係る事前の本

市の承諾，及び請負契約書の写しの提出

については確認できなかった。 

指定管理者は，指定管理者協定書に基 

づいて適正な事務処理を行うべきであ

る。また，本市所管局は適正な事務処理

をするよう指定管理者を指導するととも

に，当該請負の内容を確認するべきであ

る。 

 

イ 事業報告書の記載内容を修正するべき

もの 

指定管理者協定書の仕様書において 

は， 指定管理者は一事業年度が終わる

ごとに工場の管理運営業務及び利便施

設の管理運営業務について，事業報告書

を毎年 4 月末までに本市に提出し，5 月

に本市との間で開催される連絡調整会

議において報告を行うものとしている。 

事業報告書では管理経費の支払状況に 

ついて報告することとなっているが，併

 
 
 

指定管理業務開始時における指定管

理者の手続き漏れが原因であり，本市

においても申出がなかったため確認を

行っていなかった。次年度は，指定管

理者に対して，協定書の内容に関する

「チェックリスト」に基づく適正な事

務管理を徹底させるとともに，所属担

当職員に請負契約の内容について確認

を徹底する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事業報告書の管理経費の支払状況と

３月分月次報告書（4月 20日）との間

で年度合計額が異なっていた原因は、

事業報告書の作成時点と３月の月次報

告書の作成時点での最終金額の確認不

足及び転記ミスが原因であった。また，

指定管理業務のうち工場活性化協議会

運営費の事業報告書への記載漏れの原

因は，今期（平成 26年度から 4年間）

から新たに当該項目が追加されている

にも係わらず，前期（平成 25年度）の
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監 査 結 果 の 概 要 措 置 内 容 措置状況 

せて報告された 3 月の月次報告書におけ

る年度合計額と比較すると複数の費目で

執行額が異なっていた。 

また，指定管理業務のうち工場活性化 

協議会運営費は，月次報告書には記載さ

れているが，事業報告書には記載されて

いなかった。 

指定管理者は，指定管理者協定書に基 

づいて適正な事務処理を行うべきであ

る。また，本市所管局は提出された書類

の確認を行うとともに，適正な事務処理

をするよう指定管理者を指導するべきで

ある。 

 

様式をそのまま使用していたためであ

った。 
なお、指定管理者から平成 29 年 12

月 20日、指摘事項について修正の上、

受領済である。今後，同様の間違いが

生じないように相互に齟齬のないよう

一括して確認する体制を整えるよう改

善を要請するとともに，所属担当職員

に内容確認を徹底した。 

⑵ 意見 

① 指定管理業務に係る共同事業体構成員間

の契約について 

指定管理者は，応募時に構成員間で締結 

したうえ本市に提出した共同事業体協定書

（出資割合の規定なし）の他に，各構成員 

の分配額等を規定するため，同協定書第 9

条に定める職務分担表に記載した構成員の

担当業務のうち施設の維持管理に関する業

務（設備管理・清掃・植栽管理・警備の各

業務及び事務管理業務）に関して，共同事

業体の代表者から構成員への業務委託契約

を締結していた。 

しかし，この委託対象業務は共同事業体 

協定書第 9条（構成員の職務分担及び責任）

の規定によると構成員の担当業務とされて

おり，改めて委託契約を締結する意義はな

いと考えられる。 

指定管理者は，共同事業体協定書の規定 

内容に基づいて，当該契約書に規定されて

いる内容に関しては構成員間で詳細部分に

関する協定等を別途締結するなど，委託契

約以外の方法による対応を検討されたい。 

 

 
指定管理者に対して共同事業体協定

書の規定内容に基づき，構成員間で協

定等を締結して対応を行うよう依頼し

ており、次年度より実施する予定であ

る。 
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